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IV．おわりに
1．はじめに
　国際会計基準委員会（Internatioonal　Accounting　Standards　Comittee，以下IASCと略す）が
設立されて以来，20年の歳月が経過した1）。そして，今日，IASCは，多国籍企業の増大とそれに伴
って活発化した資金調達市場の国際化を背景に，益々必要不可欠な機関としてその存在意義を大き
なものとしている。
　IASCは，財務諸表の作成提示に際して準拠されるべき会計基準の設定と，その世界的な承認・遵
守の促進を主要な目的として，これまでに31の国際会計基準（International　Accounting　Standard，
以下IASと略す）を公表してきた。しかし，これらの基準は，各国の会計基準のうち特に不合理な
ものを除き原則的に全てをIASに盛り込むといった方針を採用したために，類似する取引について
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かなり多くの会計処理が認められた「各国会計基準の寄せ集め的な基準」として指摘されることも
少なくなかった2）。そのため，企業および資本調達市場の国際化を背景として，財務諸表が国際的に
利用される機会が飛躍的に増大しているにもかかわらず，IASに準拠して作成された財務諸表につ
いては，従来からその有用性ないし比較可能性に対して疑問が投げかけられてきた。
　このような背景のもとに，会計基準の国際的統一化の動向が，近年，顕著になっている。より具
体的な動向としては，国際資本市場における財務報告制度の整備を目的として，証券監督者国際機
構（International　Organisation　of　Securities　Commissions，以下10SCOと略す）3）が，　IASCに
対し，十分に詳細かつ完全にして適切な開示を含む統一的な会計基準の設定を要請しIASCの活動
を支持したこと。また，それを受けたIASCが，会計処理の自由選択を統一化ないし限定化す’るこ
とにより，財務諸表の質的特性の一要素である比較可能性の観点を重視した改訂（以下，比較可能
性プロジェクトとよぷ）を試みていることなどがあげられる。
　そのIASCの比較可能性プロジェクトにおける具体的な改訂作業は，1989年1月に公表された公
開草案第32号（Exposure　Druft　32）「財務諸表の比較可能性（The　Comparability　of　Financial
Statements）」4）（以下E32と略す）を出発点とするものである。そして，本プロジェクトにおける
改訂の対象は，全部で13（IAS　2，5，8，9，11，16，17，18，19，21，22，23，および25）の
IASについて，会計処理の自由選択が認められる29の個別項目におよんでいる5）。また，比較可能性
プロジェクトでは，これらの個別的な見直しが行われたのみならず，「財務諸表の作成表示に関する
枠組み（Framework　for　the　Preparation　and　Presentation　of　Financial　Statements）」6｝（1989
年7月公表，以下「枠組み」と略す）を提示することによって，全体として首尾一貫した基準設定
への配慮もなされている。こうした意味において，近年におけるIASCによる会計基準の国際的統
一化の動きは，これまでにみられなかったほど大きなものといえる。
　ところで，本論文で中心的に取り上げる棚卸資産価額決定に関する会計処理の問題は，そのよう
な比較可能性プロジェクトの一対象を構成している。一般的にみても，棚卸資産価額の決定につい
ては，会計処理の自由選択性という意味において，他の取引および他の事象の会計処理に比べて極
めて多様な会計処理の存在が指摘されてきた7＞。しかも，棚卸資産が利益追求という企業の終局目的
を直接的に体現化する主要な経済的資源であり，適用される会計処理の選択が期間損益の算定に大
きな影響を与えるということから考えても，近年新たな展開をみせているIASCの棚卸資産価額決
定を中心とする統一化の検討は，大きな意味をもつと思われる。
　以下，本論文は，棚卸資産価額決定の会計処理に焦点をあてて，IASCの会計処理の統一化の特質
を考察するものである。その際の基本的な考察手順は次のようになる。まず，第1章においては，
会計処理統一化の特質を具体的に検討する前段階として，比較可能性プロジェクトのなかで実際に
展開された技術的統一化の動向について概観し，IASCによる会計処理の統一化プロセスを明らか
にする。次に，第II章においては，これまでになされてきた統一化要請と比較可能性プロジェクト’
の統一化とを勘案してそれを内容的に分類整理し，IASCにおける会計処理統一化の基本視点およ
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びその特質を明らかにする。
II．会計処理統一化の動向
　前述したように，比較可能性プロジェクトの目的は，経済的意思決定に有用な情報の提供8｝を主眼
とした財務諸表の質的改善，特に，財務諸表の質的特性の一要素である比較可能性の確保におかれ
ている。それは，技術的な面からみれば，類似する取引および事象に関して，現行のIASにおいて
認められている会計処理の多様性ないし自由選択性を統一化ないし限定化することにある。もっと
も，比較可能性の確保と会計処理の統一化との関係は，必ずしも明確ではない。また，本論文の課
題はIASCの会計処理の統一化そのものの考察にあるので，ここでは，両者の関係はあまり考慮せ
ずに，特に会計処理の技術的な統一化に焦点をあててその動向について概観し，IASCの展開した会
計処理の統一化プロセスを明らかにすることにしたい。なお，会計処理の統一化の内容的な検討は
次章においてなされることになる。
　歴史的にみて，会計処理の統一化といった問題はその議論のもちあがった背景を別にすればそれ
ほど新しい議論ではない。日本においては経理自由の原則に関連して会計処理統一化の問題は論じ
られており9），アメリカにおいてはすでに1930年代からその論争は始まっている。
　例えばアメリカにおける統一化論争を概略すれば，1930年代においては，会計原則の基本的な性
格規定に関連した統一性対弾力性（uniformity　versus　fiexibility）の議論として，また1950年代か
ら1960年代においては，認められた代替的会計実務の過剰（superabundance　of　accepted　alterna－
tive　practice）による企業会計の社会的信頼性低下の問題と利益計算の真実性に関連した議論とし
て，さらに1970年代以降においては，意思決定有用性アプローチにもとついた会計情報の有用性に
関連した財務諸表の質的改善の議論として展開されているt°）。そして，こうした流れにそっていえ
ば，比較可能性プロジェクトは，内容的に1970年代以降にアメリカで展開された統一化問題と類似
するが，IASCの会計基準の成立基盤が国際化を背景としている点で異なったものとなっているll）。
　ところで，棚卸資産価額決定に関する統一化もこうした比較可能性プロジェクトの一つとして試
みられたが，その対象は主として棚卸資産の原価配分方法に向けられ，最終的な決定に至る経緯は
極あて紆余曲折したものであった。次頁に掲げた表は，比較可能性プロジェクトにおいて公表され
た各公開草案およびステートメントを手掛かりとして，棚卸資産の原価配分を中心とする会計処理
の統一化の動向を比較対照的に示したものである。
　1．E32の基本方針と棚卸資産価額の決定
　比較可能性プロジェクトは，E32の公表を出発点とするものである。　E32で提案された会計処理の
統一化ないし限定化は，類似する取引および事象に関して必ずしも“完全な一元的処理”に統一す
ることを提案したものではない。E32では，以下に示すような2つのケースに分けた提案がなされて
いる。
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表
IAS2 E32 趣旨書 E38
優先的処理 規定処理
個別法 個別法 個別法 個別法
互換性をもたないも 互換性をもたないも 互換性をもたないも 互換性をもたないも
の，あるいは特定のプロ の，あるいは特定のプロ の，あるいは特定のプロ の，あるいは特定のプロ
ジェクトのために製造さ ジェクトのために製造さ ジェクトのために製造さ ジェクトのために製造さ
れ区分されているもの れ区分されているもの れ区分されているもの れ，他の棚卸資産から区
は，個別法を用いて処理 は，個別法を用いて処理 は，個別法を用いて処理 分される財貸または役務
しなければならない。 しなければならない。 しなければならない。 に対しては個別法を用い
て処理しなければならな
いo
先入先出法・加重平均原 先入先出法・加重平均原 先入先出法・加重平均原 先入先出法二加重平均原
価法 価法 価法 価法
一 一 一 一個別法，後入先出法， 個別法が採用される場 個別法が用いられる以 個別法が用いられる以
基準棚卸法が採用される 合を除き，先入先出法ま 外のすべての棚卸資産の 外のすべての棚卸資産の
場合を除き，先入先出法 たは加重平均原価法を用 原価配分には先入先出法 原価配分には先入先出法
または加重平均原価法を いて処理しなければなら または加重平均原価法を または加重平均原価法を
用いて処理しなければな ない。 用いて処理しなければな 用いて処理しなければな
らない。 らない。 らない。
代替的処理
後入先出法・基準棚卸法 後入先出法
以下の開示を条件とし IAS5の18項Aとして
て認められる。 追加されることになった
（a）先入先出法または加 情報の開示を条件とし
重平均原価法による金額 て，後入先出法を採用す
と正味実現可能価額との ることができる。
低い方の額との差額，ま
たは，
（b）　カレント・コストと
正味実現可能価格との低
い方の額との差額
（1）類似する取引および事象に対し，異なる会計処理が選択自由な場合には，一つの会計処理を除
く全ての処理を除去すること12）
（2）幾つかの異なる状況においては，類似する取引および事象に対し，異なる会計処理の採用が支
持され，すべての状況において適切な会計処理が使用されるように，一つ以上の処理が残されるこ
と13）
　ただし，後者のケースに該当する場合には，一つの処理を「優先的処理（preferred　treatment）」
とし，その他の処理を「認められた代替的処理（allowed　alternative　treatment）」として識別する
ことが提案されている14）。また，「認められた代替的処理」を採用する場合には，純利益および株主’
持分の金額を，仮に優先的処理を採用した場合に算定されたであろう金額に調整し開示することが
一152一
求められる！5）。
　ここで，「優先的処理」とは最も適切で実務的な方法であって，その時点における財務報告の比較
可能性を一層高めるような処理を意味し，「認められた代替的処理」とは「枠組み」に一致するか，
あるいは現在の会計実務並びに各国の会計基準ないし法律および一般に認められた会計原則におい
て認められたいずれかの処理を意味する16）。つまり，前者（1）のケースについては，同一の事象および
取引に関して完全な一元的処理に統一される可能性を含むが17），後者②のケースについては，優先順
位のついた選択の余地が残される。表に示されたように，E32の棚卸資産価額決定に関する改訂案は
後者（2）のケースに該当する。
　また，表の追加的説明事項として，第一に，IAS2「取得原価主義会計における棚卸資産の評価お
よび表示（Valuation　and　Presentation　of　Inventories　in　the　Context　of　the　Historical　Cost
System）」第20項で規定されている低価基準（すなわち取得原価と正味実現可能価額との低い価額を
棚卸資産価額とする）がそのまま引き継がれること18）。第二に，製品評価上の標準原価法と商品評価
上の売価還元法の二つの技法について，これらによる数値が取得原価と正味実現可能価額とのいず
れか低い金額に毎期継続して類似する場合には，便宜的にこれを「優先的処理」として採用するこ
とができること19》が確定されている。
　さらに，E32では，「認められた代替的処理」として位置づけた後入先出法が，企業によって採用
された場合には，IAS5「財務諸表に開示すべき情報（Information　to　be　Disclosed　in　Financial
Statements）」2°）に追加されることになっているE3218項Aで規定された情報を開示することが義
務づけている。ここで18項Aとは，以下に示す「優先的処理」の調整開示規定を指している。
　「認められた代替的処理を採用している企業が，IASに準拠しようとする場合には，純利益および
株主持分を，仮にIASの優先的処理を採用したならば算定されたであろう金額に調整しなければな
らない。当該開示には，以下のものを含めなければならない。
（a）関連する優先的処理の明瞭かつ簡潔な説明
（b）関連する貸借対照表項目の金額と優先的処理に準拠した場合に算定される金額との差異
（c）当該期間の関連する損益計算書項目の金額と優先的処理に準拠した場合に算定される金額との
差異
（dXb）および（c）が，　IAS12「法人税等の会計（Accounting　for　Taxes　on　Incom）」における税効果会
計の優先的処理に準拠した場合に算定される法人税等計上額と繰延税金に及ぼす影響額。当該金額
が報告企業の存在する国における実効税率を適用することによって生じる金額と極めて異なる場合
は，その説明を行わなければならない。」21）
　そして，E32の改定案について極めて特徴的な点は，第一に，　IAS　2で認められていた基準棚卸法
を排除したこと。第二に，各処理を「優先的処理」と「認められた代替的処理」とに分類し，棚卸
資産の原価配分に際して，会計処理を階層化したこと。第三に，18項Aを規定することによって比
較性確保のための情報開示を強化したことである。なお，E32では後入先出法を「認められた代替的
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処理」とした理論的根拠として，貸借対照表における棚卸資産に最新の原価が配分されないこと。
在庫量の低減あいるは消滅時に売上原価に古い原価が含まれるため当期の収益との関係において純
利益が歪められることを指摘している22）。
　2．趣旨書の基本方針と棚卸資産価額の決定
　E32に引き続き正式なステートメントとして公表されたのが趣旨書（Statement　of　Intent）「財務
諸表の比較可能性（Comparability　of　Financial　Statements）」23｝（1990年7月公表，以下趣旨書
と略す）である。
　趣旨書は，E32に対して各国から寄せられた160通以上もの意見の検討結果に基づいてIASC理事
会が決定した事項を述べるとともに，決定事項の実施方法および本理事会の今後の活動についても
明示している。また，趣旨書は，実質的にはE32で意図されたものと同一の方向で比較可能性プロジ
ェクトを引き継ぐものであるが，以下の点について変更が行われている
（1）代替的処理を選択する際に，拠り所を明確にするという意味を含めて，「優先」に代えて「標準
（benchmark）」という用語を使用すること24）
②　代替的処理の採用に際し，全ての処理について調整規定を強制しないこと25｝
（3）E32で改訂対象とされた29の個別項目については，次の3つに分けてプロジェクトが進められ
ること26）
（a）実質的な変更なしに改訂版IASに盛り込むことに合意した事項（付録1，21項目）
（b）実質的な変更を行うことに合意した事項（付録2，3項目）
（c）今後の作業結果が得られるまで検討が保留された事項（付録3，5項目）
　なお，上記E32の提案事項について，上記の「実質的な変更なしに改訂版IASに盛り込むことに
合意した事項」については再検討の対象からは除外されるが，「実質的な変更を行うことに合意した
事項」についてはその変更に伴い内容が再公開され再検討の対象とされた。さらに「今後の作業結
果が得られるまで検討が保留された事項」についても，実質的に変更される事項のみが再公開され
再検討されることになった。
　ここで，棚卸資産価額の決定に関するE32の改訂案は，趣旨書において「実質的な変更を行うこと
に合意した事項」に分類される。なお，主な変更は表に示した通りである。
　これらの変更とE32の提案とを比較して極めて特徴的な点は，　E32では「認められた代替的処理」
として位置づけられていた後入先出法が完全に排除されたことである。この決定によって，「優先的
処理」がそのまま「規定処理」とされ類似する事象および取引に関する会計処理の一元化が強調さ
れた。
3．E38の基本方針と棚卸資産価額の決定
その後，「実質的な変更を行うことに合意した事項」として変更の対象となった棚卸資産価額決定
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に関する会計処理については，趣旨書の決定に基づいて公開草案第38号（Exposure　Druft　38）「棚
卸資産（Inventories）」28）（1992年8月公表，以下E38と略す）が公表された。
　このE38は，改訂版IAS　2として確定される前の最終的な意見の収集が目的とされ，その後の
IASC理事会で再検討され内容的に修正される可能性を含んでいる。また，本草案には，趣旨書で決
定された事項が盛り込まれた他，実施指針の拡充，開示要件の整備，様式の改訂等も追加され29），次
の事項についても意見の提出が求められている30。
（a）副産物を改訂版IAS　2の適用範囲に含めることについて
（b）棚卸資産の定義に，新たに，サービス業における仕掛品を含めることについて
（c）後入先出法を棚卸資産の原価配分の方法から完全に除去することについて
（d）本草案が十分な実施指針を含んでいるか否かについて
（e）開示案は十分なものか否かについて
（f）本草案の体裁によって文章が明確で理解しやすいか否かについて
　上述の通り，E38においても，比較可能性プロジェクトで最大の問題とされてきた後入先出法の完
全な除去は引き継がれている。そして，E38においては，棚卸資産の定義および範囲が新たに見直さ
れ，その適用範囲に役務の提供と副産物が含められることになった31）。この提案から，E38はあくま
で意見収集のために公表された草案であるといえるが，従来のIAS　2において概念的に不十分な事
項を補おうとする，IASCの比較可能性プロジェクトに対する積極的な姿勢がよみとれる。
　以上が比較可能性プロジェクトにおける主な改訂プロセスであるが，棚卸資産価額決定に関する
会計処理の統一化は，結局，1992年10月にシカゴで開催されたIASC理事会での検討会議において
E32の提案に戻されることで合意された32）。
III．会計処理統一化の特質
　前章の展開にみるように，比較可能性プロジェクトは，確かに，会計処理の自由選択を技術的に
統一化ないし限定化することに焦点があてられている。しかし，その統一化の内容を考慮すれば，
改訂プロセスで提示された会計処理の統一化の根底には，もっと複合な意味があるといわざるをえ
ない。それは，IASCの開始した会計処理統一化の背景や意図，会計処理の選定および処理の適用に
いたるあらゆる規定に大きく関わってくる。以下，本章では，比較可能性プロジェクトにおける会
計処理の統一化を内容的に分類整理し，統一化の根底にある基本視点および多面的な特質を明らか
にしてみたい。
　会計処理の統一化は，これまで実に様々な意味およびアプローチをもって展開されてきた。それ
は，前章に示した歴史的展開の概要からみても明らかである。しかし，会計処理の統一化を，その
目的とする意味内容から，あるいは会計処理統一化のもつ特定の機能に関連させて分類整理すれば，
次の三つケースに類型化することができるように思われる。すなわち，財務諸表の比較可能性の確
保に直接的に関連した統一化，会計基準（あるいは会計原則）の公的統制（指導原理性）と私的統
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制（実践規範性）に関連した統一化，恣意的な経理操作の排除に関連した統一化である33）。これらの
統一化は，相互関連的に結び付いてさらには比較の前提となる同一性（ないし同質性）と結び付い
て，比較可能性プロジェクトにおける会計処理の統一化に大きく関係している。
　1．財務諸表の比較可能性の確保に直接的に関連した統一化
　財務諸表の比較可能性の確保に直接的に関連づけた会計処理の統一化は，次の論調に特徴的にあ
らわれている。すなわち，「承認された実務の広範な多様性は，異なる企業間での比較可能性を不可
能にするか，少なくとも困難にする。」46）という主張がそれである。この統一化要請の特徴は，会計
処理上の統一化問題が，財務諸表の質的改善，特に，財務諸表の質的特性の一要素である比較可能
性の確保の問題と極めて直接的な関係をもって論じられることにある。また，この統一化は，比較
可能性プロジェクトにおいては，その中心目的としてまた技術的統一化の意味に関連して重要にな
る。
　通常，経済的意思決定の主体（財務諸表利用者）は，企業の経済活動そのものを直接的に観察し
て意思決定を行うわけではない。意思決定は，ある特定の会計システムに基づいて作成された財務
諸表を通じて間接的に行われる。しかも，これらの意思決定は，一般に，意思決定主体による各財
務諸表の比較評価，すなわち，同一企業内の期間比較と他企業との企業間比較といった二つの異な
る側面からの比較評価を通じて行われる。したがって，財務諸表の比較可能性は，こうした意思決
定主体の比較評価行為にそって，一方では，同一企業内の時間的あるいは期間的に異なるの期間比
較性として，他方では，同一時点ないし同一期間内の空間的に異なる企業間比較性として財務諸表
の有用性を支えることになる。
　上記の主張のように，財務諸表の比較可能性の確保に直接的に関連づけて会計処理の統一化を問
題とする場合には，とりわけ企業間比較性確保の観点が問題とされる。なぜなら，期間比較性の確
保については，その確保条件として，継続性（consistency）の原則と公開性（disclosure）の原則へ
の準拠が，会計制度上要請されているからである47）。周知のように，継続性の原則とは，正当な理由
がないかぎり同一の経済事象に対して同一の会計処理を毎期継続して適用することを要請する基本
原則であり，公開性の原則とは，この場合，企業の採用した会計処理の開示を要請する基本原則で
ある。前者は，測定対象に対する会計処理の同一性を前提として会計数値の期間比較性を保障する
ものであり48），後者は，企業が継続的に適用してきた会計処理を変更した場合に，その損益額への影
響を注記することによって期間比較の補足を行うものといえる49）。つまり，これら二つの基本原則へ
の準拠がなされるかぎり，財務諸表の期間比較性はほぼ確保されることになるのである。
　ところが，企業間比較性については，制度上，会計処理の同一化を前提とした比較性確保の基本
原則は存在しない。ただ，企業が採用した会計処理を開示ないし注記することによって，企業ごと
の利益計算上の相違点を明確にし，意思決定主体による企業評価の補足的判断資料を提示するにと
どまる。つまり，比較性を会計処理の同一化によって確保しうるものと考えるならば，同一の経済
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事象について企業ごとに異なる会計処理を適用して会計数値を計算している場合，意思決定主体は，
その会計数値を直接的に比較することは不可能になる。すなわち，補足情報に依存してのみ間接的
に企業間比較を行うにすぎないのである。したがって，このような会計処理の同一化による企業間
比較を考える場合には，会計処理の多様性ないし選択性を前提とした会計数値の比較は意味がなく
なり，これらの改善策として会計処理の統一化が提案されることになるのである。
　前章で，比較可能性プロジェクトにおける棚卸資産価額決定の会計処理の統一化の動向を概観し
てきたが，これらの内容をみると，比較可能性プロジェクトはこうした企業間比較性確保の観点を
重視するものといえる。また，比較可能性プロジェクトの本旨は，会計処理の同一性という観点か
ら会計数値の直接的な企業間比較性を確保しようとしたものと考えられる。
　もっとも，「統一化には，財務諸表の比較可能性との関連で，とくに企業間比較を高める作用も，
それを弱める作用もはたしうる」5°）といわれるように，企業間比較性確保は会計処理の一化元を絶対
的な条件としないことには注意すべきである。その理由は以下のように説明できる。
　そもそも，現実に存在する企業は，その業種・業態・経営規模等において多種多様でありそこで
生起する経済事象も実に様々である。また，比較性の有無は，最終的に作成される財務諸表の質，
あるいは意思決定主体からみた情報有用性との関連から判断されるべきものである。したがって，
意思決定主体が財務諸表を実質的に比較しようとするためには，ある経済事象について一方ではそ
の類似性がわかるように，他方ではその相違がわかるように忠実に表現される必要があり，その経
済事象の多様性に合わせて会計処理の多様性ないし選択性が認められる必要性があるといえるので
ある51）。
　このことは，会計測定の直接的な対象となる経済事象が同一な場合でも，それをとりまく情況な
いし適用条件が異なれば，異なる会計処理を用いた方が合理的であることを意味している。逆に，
異なる情況下での同一の会計処理の適用はその適用条件を無視した不合理なものといえ，一元的に
規定されてしまった会計処理によって算定された会計数値は，むしろ実質的な比較性に欠けると考
えられるのである。つまり，「ある種の処理基準や計算方法はそれ自体として一見したところ比較性
を欠くようにみうけられても適用条件との適合性を前提とするかぎり，むしろ比較性を保障する性
格のものとして把握することができる。」52）といえる。
　このような観点からみれば，IASCが会計処理の統一化をE32の提案に戻し，会計処理の多様性を
前提として，（a）選択に際しての優先順位（標準的処理と代替的処理）を設定し，（b＞代替的処理を用
いる場合には注記をもって補足する，という二つの規定をもって対処した根拠が理解できる。また，
このことは，企業間比較性確保に関連した技術的統一化には一定の限定が存在することを明らかに
しているといえる。
2．公的統制（指導原理性）と私的統制（実践規範性）に関連した統一化
会計基準の公的統制（指導原理性）と私的統制（実践規範性）に関連した会計処理の統一化は，
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私的セクターと公的セクターとが相互作用的な関係を保持して企業会計の制度的枠組みを構成する
場合に顕著にあらわれる。すなわち，「私的セクターが一層の統一化を達成するような処置を講じな
いとすれば，それはSECないしその他の政府機関によって強化されるかもしれない。」3‘）という主張
がその関係を良く表現している。また，この統一化は，比較可能性プロジェクトにおいて，その統
一化の背景および後入先出法の排除要請に関わるIASCの基本的アプローチに大きく関係してい
る。
　こうした主張にみられる私的セクターと公的セクター両者の関係は，アメリカにおける制度的枠
組みを前提とした場合には対立関係のもとで理解されることもあるが35），比較可能性プロジェクト
におけるIASCと10SCOの関係についてみれば，むしろ協調関係のもとにおかれている。すなわ
ち，こうした協調関係は，国際資本市場における財務報告制度の整備を急務とする10SCOが，選択
可能な会計処理の減少による比較性の向上を条件としてIASCの活動を支持したこと，また，それ
を受けたIASCが，会計処理の統一化に同意し比較可能性プロジェクトに着手したことそのものに
反映されているのである。
　ところで，この統一化の特徴は，会計処理上の技術的統一化の問題が，会計基準の制度的枠組み
の形成と極めて密接な関係において論じられていることにある。しかも，会計基準のもつ指導原理
性と実践規範性を対照的にとらえ，社会的統制上の必要性から実務に内在する会計処理の多様性な
いし選択性を排除し，会計基準の指導原理性を強調して会計処理の統一化が論じられる。例えば，
津守常弘教授は，会計原則の制度的枠組み形成の視点から，アメリカにおける会計処理の統一化要
請を歴史的に分析し，「アメリカにおいては，①→②→③という順序で会計原則の制度的枠組みが形
成されてきたという歴史的経過に照応して，会計原則の再検討は，つねに，①「会計的弊害」ない
しは公開性の縮小に対する批判を動機として開始され，さらに，②私的統制に対する批判を経て，
③結局，会計方法における過度の弾力性に対する批判に応えるという形で展開されるため，つねに
統一化の強化の必要という側面から提起されることとなる。」36》と述べておられる。
　もっとも，上述の考察がIASCの比較可能性プロジェクトにそのままあてはまるとはいえない
が，少なくとも，比較可能性プロジェクトにおける会計処理統一化の背景には，こうした社会的統
制上の要請ないし会計基準の指導原理性強化の傾向があるように思われる。また，このことは，従
来ピースミールアプローチという手法をもってIASを断片的に設定してきたIASCが，比較可能性
プロジェクトの理論的枠組みとして機能する概念的フレームワークを公表したことにあらわれてい
るといわれる37）。すなわち，IASCについては，公的統制（指導原理性）と私的統制（実践規範性）
に関連した統一化の内容は，会計基準の指導原理性強化の観点に関わる「枠組み」の公表とIASに
おける会計処理の同一化との関係に体現化されているのである38）。
　周知のように，IASCは，会計処理の統一化に際して「枠組み」への準拠を掲げ39），さらに「枠組
み」は，代替的な会計処理の削減に際してその基礎を提供し調和化の促進に役立てることを一つの
目標として掲げている4°）。その「枠組み」と比較可能性プロジェクトの密接な関係について詳細に論
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じた文献は少ないが，「枠組み」の特質を明示するいくつかの文献によれば，IASCが財務諸表諸要
素の定義・測定に関して資産負債中心思考（asset　and　liability　view）といわれる利益観を採用し
ていることが指摘されている41）。ここで，資産負債中心思考とは，概説すれば，一定期間における正
味の経済的資源の変動額によって利益を算定するものとして定義され，一定期間における収益と費
用の差額によって利益を決定する収益費用中心思考（revenue　and　expense　view）と対照的な利益
観として説明される42》。したがって，資産負債中心思考では，利益算定の最も基本的な構成要素とし
て資産および負債が掲げられ，収益および費用といった損益計算書上の構成要素は，貸借対照表諸
要素に次ぐ二義的な構成要素として把握されることになる。こうした意味からいえば，IASCの予定
する比較性の前提は，資産負債中心思考に基づいた利益観に一致する会計処理の同一化ないし同質
化に求められなければならないが，こうした観点は後入先出法が先入先出法や加重平均法と相違す
るとしたIASCの立脚点と，　IASCが後入先出法に否定的な立場をとったことに密接に関係してい
る。
　前章でみたように，比較可能性プロジェクトにおける棚卸資産価額決定に関する会計処理の統一
化の論点は，主に後入先出法の妥当性についてである。その後入先出法については，従来から，（a）
実際の物の流れと後入先出法の想定する原価の流れとが合致しないこと，（b）貸借対照表における棚
卸資産価額が現在の状態を表示しないこと，（c）期間利益を平準化する効果をもつこと，によって非
難されてきた43）。そして，IASCの後入先出法を妥当性なしとする根拠は上記（b）と（c）の非難に大きく
関係して，貸借対照表における棚卸資産に最新の原価が配分されないこと，在庫量の低減あるいは
消滅的に売上原価に古い原価が含まれるため当期の収益との関係において利益数値が歪められるこ
とが指摘されている。したがって，IASCの後入先出法排除の趣旨が，少なくとも，実際の物の流れ
と想定する原価の流れとの非合致性に求められていないことは明らかである。
　そもそも後入先出法は，石油業界における棚卸資産の統一的価額決定方法として1934年11月12日
にアメリカ石油協会の理事会が提唱したものであり，1936年にアメリカ会計士協会棚卸資産特別委
員会（Special　Committee　on　lnventories　of　American　lnstitute　of　Accountants）の承認を得て，
会計制度上発展してきた会計処理である44）。その根本的な導入目的は，価格変動の激しい石油業界に
あって，現在の売上（current　sales）に現在の原価（current　costs）をできるかぎり対応させて適
正な期間利益を算定しようとしたことに求められる45）。
　こうした導入経緯からみれば，後入先出法は，最後に購入した棚卸品から先に払い出すことを想
定した原価配分法として先入先出法や加重平均法と同等に説明できるが，当該会計処理の根底にあ
る思考は原価の流れの仮定に処理の合理性をおくものではなく，この方法を用いれば，結果的に，
損益計算書における売上原価には比較的新しい原価が配分されるということが重要になってくる。
つまり，このことから，第一に，先入先出法や加重平均法が実際の物の流れと想定した原価の流れ
の合致性に原価配分の妥当性を求めるのに対して，後入先出法はカレントな費用収益の対応計算に
基づいた利益観に原価配分の妥当性を求めるということ，第二に，後入先出法は期間利益の算定に
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際して収益費用の同一価格水準での対応計算を予定した会計処理としてより密接に収益費用中心思
考と関係して発達してきたことが理解できるのである。
　こうしたことから考えれば，IASCが後入先出法を先入先出法や移動平均法と区別し，後入先出法
に否定的な立場をとった根本的な観点は，まさに，IASCが資産負債アプローチといわれる利益観を
採用していることと密接な関係があるといえるのではないだろうか。
　3．恣意的な経理操作の排除に関連した統一化
　恣意的な経理操作の排除に強く関連づけた会計処理の統一化は，次の論調に特徴的にあらわれて
いる。すなわち，「経営者が彼ら自身の方法を選択する自由は，報告書を統制（control）する者たち
の意図にかなうように報告される情報が操作されることによって，偏向（bias）の可能性をもたらす
かもしれない。」53）という主張がそれである。この統一化は比較可能性プロジェクトでは直接的な問
題としてはあらわれないが，IASにおける個別法の適用対象の限定および二義的な意味での比較性
確保の問題に関係してくる。
　会計情報は，本来の測定対象を忠実に表現したものでなければ有効性を欠くが，会計処理の自由
選択の幅が広くなればなるほど，「あらかじめ定められた結果を得るために，または特定の行動様式
を引き出すために用いられる故意の偏向」54）の可能性が大きくなる。従って，恣意的な経理操作を排
除し会計情報を有効なものとするためには一層の会計処理の統一化が必要とされるのである。
　この統一化の特微は，会計処理上の統一化の問題が，企業が行う主体的会計判断の信頼性と極め
て密接な関係をもって論じられていることにあり，しかも，主体的会計判断に対して消極的な姿勢
を示すことにある。こうした意向は，今回の比較可能性プロジェクトの直接的な改訂作業の中には
みられないが，すでにIASの棚卸資産価額決定における個別法の適用対象の制限において認められ
るものである。
　個別法は，従来から，棚卸資産原価の恣意的な配分に用いられやすい処理として論じられてきた。
なぜなら，個別法の適用は，実際の原価の流れを無視して，期間利益が過大になるときには棚卸資
産単価の高いものから払い出し，逆に期間利益が過少になるときには棚卸資産単価の低いものから
払い出したかのように利益操作の余地を残すからである55）。こうした個別法の特徴を捉えて，IASC
は互換性をもたないものあるいは特定のプロジェクトのために製造され区別されている棚卸資産と
その他の棚卸資産とに分け，前者については一元的に個別法の適用を認め，後者については先入先
出法と加重平均法の選択適用を認めている。
　IASCのこうした措置は，比較性確保を目的とした会計処理の統一化のために後入先出法を排除
し，会計処理の絶対的な選択の幅を制限することによって直接的に比較性を確保しようとしたもの
とは異なる。しかし，恣意的な経理操作の排除を目的として会計処理の適用対象を特定化し，結果
的に選択できる会計処理の多様性および選択性を縮小したことによって，相対的に選択の幅を制限’
することにつながっているのである。IASCがこうした統一化を意識していたのか否かは別にして，
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その機能を考えれば，特定の適用対象に関連づけた会計処理の統一化がはたされているといえるの
である。
　もっとも，こうした要請にもとついた統一化は，必ずしも恣意的な経理操作の排除のみを強調す
るだけでなく，比較性確保と関わらしめて主張される。例えば，若杉明教授は，経理自由の必要性
を認める立場から会計処理の統一化について分析し，「これ（経理自由の原則の基本的考え方）に対
して会計の統一性の基本的な考え方によれば，すべての企業に統一的に定められた会計規則を適用
せしめ，これによって企業に画一的な会計処理を行わしめ，もって企業の恣意的経理を排除し，財
務諸表の信頼性や比較可能性を保つことができる。これら二つの考え方の基本的な相違点は，企業
の主体的会計判断を広く認めるか否かの点にあるといえよう。」56》（括弧内引用者）と述べている。
　この見解にみるように，恣意的な経理操作の排除を目的とした会計処理の統一化は，会計処理の
多様性を技術的に統一するという手続きをとるために財務諸表の比較性確保と並んで主張されるこ
とになる。しかし，この主張では，会計処理の統一化の問題のとりあげ方として，財務諸表の質的
特性の一つである信頼性確保の観点が重視されていることに留意する必要がある。したがって，こ
こでは，財務諸表の信頼性が一義的な問題とされ財務諸表の比較性は二義的な問題とされる点で，
財務諸表の比較可能性の確保に直接的に結び付けた統一化とは異なったものといえる。
IV．おわりに
　以上，本論文では，棚卸資産価額決定の会計処理の統一化に焦点をあてて，IASCの比較可能性プ
ロジェクトにおける会計処理の統一化について考察を行ってきた。ここで，本論文を閉じるにあた
って，これまでの考察で明らかになったIASCにおける会計処理統一化の基本視点およびその特
質，さらに今後の検討課題として残された問題点について整理しておくことにする。
　第一に，IASCにおける会計処理の統一化は，直接的には比較可能性とりわけ企業間比較性の確保
を起点としたものである。しかし，企業間比較性確保の観点から会計処理を技術的に統一化するこ
とには限界があり，会計処理が厳格に統一化されたからといってそれが必ずしも実質的な比較性の
確保に結びつかないことには留意する必要がある。
　こうしたことから，　IASCは会計処理の多様性を前提として，選択に際しての優先順位つまり標準
的処理と代替的処理とを設定し，後者を選択した場合には注記をもって補足するという方法を用い
ている。もっとも，棚卸資産価額決定に際しては，第一優先順位である標準的処理に複数の会計処
理（先入先出法と加重平均法および性格を異にする個別法）が認められており，その選択基準をど
こに求めるのか，また注記による補足が実質的な比較性確保にどれほど有効性をもつのかについて
は問題が残されることになる。
　第二に，IASCにおける会計処理の統一化は，10SCOの統一化要請を背景としたIASの指導性原
理の強化という側面をもつということである。このことは，IASの理論的統一化を目的とする概念
的枠組みの公表に体現化されているが，「枠組み」は，比較可能性プロジェクトにおいて，優先的処
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理と代替的処理とを区別する一つの判断基準となって機能している。
　これまでの考察からわかるように，IASCは，後入先出法を代替的処理として位置づけ選択順位を
下げることによってその適用を制限している。’この決定は，おおよそ，IASCが「枠組み」における
利益観として資産負債中心思考を採用するという観点からなされるものであり，先入先出法や加重
平均法との区別をもたらす根拠となる。もっとも，ここで問題となるのは，そもそもIASCのもつ
特性からみて，資産負債中心思考というものがどれほど有効なアプローチであるのかということで
ある。この理論的妥当性いかんによっては，後入先出法を代替的処理として位置づけることの意味
が大きく左右されることになる。
　第三に，IASCにおける会計処理の統一化は，適用対象の限定という手法によっても可能なのであ
り，それは恣意的な経理操作の排除を目的とした，個別法の適用対象の限定といった規定にすでに
みられる。この統一化は，会計処理の選択性を縮小するといった比較可能性プロジェクトの統一技
術とは異なり，適用条件の設定によって間接的になされる統一化といってもよいであろう。また，
適用条件を同一化することによって選択の幅を限定することは，二義的にではあるが比較性の向上
にもつながる。
　こうした統一化の方法は，副次的とはいえ比較性確保の有効な方法であると思われる。なぜなら，
会計処理の絶対数を減らすことによって会計処理を技術的に限定するよりも，情況の多様性を前提
とした会計処理の弾力的な適用がある程度可能であり，しかも，適用条件を設定することによって
会計処理の同質化も果たすことができるからである。もっとも，この場合にも，会計処理適用上の
条件が，どれほどの会計処理にどれだけ明確なものとして設定することができるのかについては，
まだまだ検討の余地が残されることになる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注
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